チャランケ通信　第53号　2014年3月3日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
                                       前内閣官房参与　峰崎直樹
ソチオリンピック終了後の四方山話、恥をかいた森元総理
ソチオリンピックの喧騒が終わり、ようやく日常性が回復し始めてきた。オリンピックで話題になった浅田真央さんが、外国人特派員協会で記者会見に応じ、記者からの森元総理の発言についてどう思うのか、と聞かれ、最初は答えなかったのだが、再度聞かれたため応えた真央さんの答えが、なかなか外国人記者の方たちに好評だったようだ。真央さんは「何も失敗したくてしているのではないのです。でも、森さんは今頃自分の発言に後悔しているのではないでしょうか」と発言した、と報道されている。森元総理も、「自分も浅田さんの大ファンの一人なのだが、孫からひどく叱られた」と反省の弁を語っているようだ。ただ、東京オリンピックの顔と言われる組織委員長としての資質に欠けているのでは、と言う点についてはイエローカードが出されていることは間違いない。この話題、浅田真央さんの方に軍配は上がったと言えよう。
オリンピックが終われば武力衝突ですか、プーチン大統領
　ソチと言えば、黒海に面したロシアの保養地であるが、その黒海に面したウクライナ共和国の中のクリミヤ自治共和国では、ロシア系住民が多数を占めており、軍港であるｾﾊﾞｽﾃﾎﾟﾘはロシアが租借して今日に至っており、自国民擁護を名目にロシア軍のクリミヤ自治共和国への派遣を議会は承認したという。何時、軍事的な行動に至るのか、事態は緊迫しつつあり、国連の安全保障理事会の開催を求める動きも出てきているし、アメリカオバマ大統領はロシアに対して自制を強く求めている。今後のウクライナ共和国での新しく政権を樹立しようとしている親EU勢力と、東部を中心にした親ロシア政治勢力との角逐がどのように展開していくのか、目が離せなくなりつつある。
　世界経済に暗雲が、サマーズ元財務長官の「長期的な停滞」論
　さて、経済について考えてみたい。アメリカの経済は2014年も2,5%前後の成長を続け、今のところ株式市場や資産価格は上昇しており、好調さを持続させていくだろうと予測されている。そうした中で、アメリカのサマーズ元財務長官の「長期的な停滞(secular stagnation)」と言う定義に注目が集まっている。朝日新聞3月2日付のサマーズ氏とのインタビュー記事から、今の世界経済の問題点について考えてみたい。
　まず，「長期的な停滞」とは、「安定した持続的な金融環境の下であっても、望ましい経済成長率や雇用水準を達成していくことが難しい状態」であり、「とりわけ先進国では、物価上昇(インフレ)率が予想したほどには上がらず、消費者らが投資をしない傾向がある。このため、経済全体の需要が不足する、と言う構造問題が起きている」という。その点は、好調なアメリカと言えどもそうなのであり、「米国は、ここ数年、そして現在も、十分な水準の経済成長率や雇用を達成できない。金融の環境は安定しているにもかかわらず、それが達成できないという意味において、長期的な停滞に入っていると言えるだろう」
　やはり、需要不足・設備投資不足なのですね
　かくしてサマーズ氏は、問題は「需要不足」であり、金融環境が良いのにそれに対応した「成長や雇用改善が進まない」ことの問題を指摘しているのだ。どうしてそうなっているのかの分析をすることなく、「長期的停滞」を防ぐ方法として、「慢性的な需要不足の状態を解消する必要がある。そのためには、民間企業の投資意欲を刺激する政策を進め、事業環境への自信を作り出すことが大事だ。さらにインフラ投資などを増やすことも効果がある。これらができれば、長期的停滞を克服することができるだろう」と、やや古典的な経済政策に戻ることを提唱しているように思える。特に、インフラ投資など、財政政策を活用していけば良いわけだが、一番の問題は民間の投資意欲をどのようにして高めていけるのか、と言う点だろう。
　ヒックス氏の「IS・LM分析」にこそ問題があるのでは
　もう一つの問題として、金融環境を変えてもその効果があるのかどうか、と言う点であろう。われわれのマクロ経済政策の教科書には、ヒックスの「IS・LM」分析なるものが出てきて、金融緩和が経済にどのように影響するのか、教科書では金利の低下が成長率を引き上げるように解かれているのだが、果たしてそれが現実には効果を上げているのだろうか。日本のゼロ金利政策が、いかに展開され、それが日本経済の成長をどのように高めることに効果があったのか、明確に分析していくべきだろう。
これはやや皮肉に聞こえるだろうが、サマーズ氏などには、かつての日本のデフレへの対処策を「教示」していただいたこともあり、是非ともその点での過去の発言の総括をお願いしたいものである。(「IS・LM分析の持つ問題点については、伊東光晴著『現代に生きるケインズ』岩波新書を参照して欲しい」)
アベノミクスについても、それが第三の矢として一向に進まないことに対していら立ちすら出始めており、国民の需要を喚起するようなイノベーションが不足しているのだ。そこは、生命、環境、エネルギーといった新分野でのイノベーションを喚起していく以外にないわけで、科学技術や教育への中・長期的な投資如何に懸かっているのだろう。そう考えると、サマーズ氏の指摘している問題は、日本がバブル崩壊以降直面している難問に、世界の先進国が同じように直面し始めたことを宣言しているに過ぎないのだろう。
ここは、新しい経済の難問と捉え、どのようにこの問題を解決していくのか、世界の英知を集めていく以外にない。日本が、一番この点での先端を走っているわけで、高齢化への対応も含めて解決策を見出していく必要があろう。
アメリカ経済、双子の赤字が減り始めたことの意味するものは
　アメリカの経済で見逃すことができないのが、経常収支・財政収支の問題である。最近のアメリカ経済の中で起きている事実として、財政収支の赤字が大きく縮小し、それと連動するかのように経常収支が大きく赤字幅が縮小し始めている。財政収支の方を見てみると、リーマンショックへの対応として2009年にGDP比9.8%にまで拡大した財政赤字が、2013年度には4.0%にまで縮小し、今年度のコンセンサス予想では1,7~2,3%にまで減ると見込まれている。シェールガス革命もあろうが、ブッシュ減税を一気にやめて大増税になったことも効いているのだろう。増税によっても景気には殆ど悪影響が無いどころか、かえって景気には良い作用を果たしているとさえいえるようだ。経常収支の方は、2013年の第3四半期で、対GDP比2.2%のマイナスにまで低下している(最近のピークは2006年の第3四半期6.2%マイナス)。
　日本は、アメリカに変わって流動性を供給できるのか
　問題は、これだけの経常収支の赤字削減が世界経済に与える影響や如何、と言う点であろう。アメリカはこれまで基軸通貨国であり、経常収支の赤字が世界の途上国を始めとして流動性を提供してきたわけで、それが大きく低下しQE3も年内にやめる方向とすれば、アメリカに代わって誰が流動性を提供していくのか、と言うことになる。中国か、日本か、と言うことになるのだが、中国にはとてもその力はなさそうで、最近の金融不安の拡大は深刻さを増しているようだ。となれば、日本がもっぱら流動性の供給者として振る舞わざるを得なくなりそうだが、その日本もここ4か月も経常収支の赤字を続けていることの問題点を見失ってはなるまい。
日本の抱えている累積財政赤字は1,000兆円を突破し、第二次世界大戦終了時のレベルを大きく超えている。債券価格の暴落に火がつけば、財政破たんと言うクラッシュが起きてしまうことは間違いないだけに、今後の世界及び日本の経済動向からは目が離せなくなっている。危機管理をどうしていくべきなのか、我々はどうやらそういう問題にも真剣に対処しておく必要がありそうだ。
　シリーズ消費税論議の顚末(その8)
 さて第51号で、2010年9月代表選挙で辛うじて小沢一郎氏を破った菅総理が、第二次菅内閣を発足させ、小生は財務副大臣を辞任し内閣官房参与の職に就くことになるところまでであった。
幻の財務副大臣最後の記者会見に見る国民負担率の議論
実は、副大臣を辞任して内閣官房参与に任命されるまでの間、何も就いていない、約1週間の隙間が生まれたのだ。小生は、副大臣時代には「副大臣日誌」をメール通信で発送し、内閣官房参与になった時には「官邸お庭番日誌」を発刊して情報発信に努力してきた。実は、財務副大臣の最後の記者会見と新しい財務副大臣の認証式が重なり、最後の記者会見は実施したのにもかかわらず、公表されることはなく、幻の記者会見になろうとしていた。そこで、「官邸お庭番日誌」のゼロ号として、翌年5月2日付で発刊することにした。その中から、消費税を含む財政論議についてどのように考えていたのか、明らかにしておきたかったのである。
　記者の「高齢社会が一番進んでいる国で一番国民負担率が低いことについてふれ、今後の国民負担率の在り方について」という質問に対して、
　　「何度も繰り返しますが、高齢化比率が世界一高い中でやはりこんなに税負担、国民の負担率の低い国と言うのはないわけですから、無駄を省いて必要な金は出てきません。予算を組み替えても必要な予算は出てきません。その意味でマスコミの方々にもお願いしたいのは、そういう負担の状態が、やはり改革(増税)が必要だというところをもっと前面に出さなきゃいけないのではないか．そのためには政府に対する信頼というものを高めていかなければいけないし、そこらへんが良循環に回っていくように進めていかなければいけないのではないかなと・・・・思っています。」
　と、増税による国民負担率を引き上げる必要があることを強調している。そのためにも、政府不信を払拭する必要性を強調している。
　社会保障と税の一体改革について、社会保障国民会議報告を意識
　次に、税と社会保障一体改革の問題がスタートすることについての質問を受けて、
　　「率直に申し上げて遅すぎたと思います。その発足が、(中略)、予算が成立した後にそういう本格的な論議をしなければいけなかったのではないか。もう既に自由民主党・公明党政権時代には、2年前に社会保障国民会議がそういう問題意識の下に打ち出しているわけです。(中略)わが政党としてはどんな社会を目指すのかということについての姿があまりにも見えなさすぎた。それで消費税の引き上げ問題を打ち出しても、何に使うのかと言うことの将来像が決まっていないのではないか。だから財政運営戦略の中でプライマリーバランスの半減あるいは黒字化、5年、10年と、そういった問題提起をしても、それは財政をどう再建するかと言うことだけであって、この国の形をどうするのか。・・・」
　と、遅すぎた論議のスタートへの批判的立場を明確にするとともに、すでに自民・公明両党の時代の社会保障国民会議の結論が出ていることを意識して発言している。
　増税することと経済との関係について
さらに、増税をすることと経済との関係について、
　　「…政治に携わる者が、国民の皆さん方に対してきちんと最低限必要な教育、そして社会保障、宇沢弘文さんで言うところの社会的共通資本という者をしっかりと充実させないと日本の経済成長はあり得ないというふうに私自身は考えていますし、特に社会保障は貯蓄性向が非常に高いところから貯蓄性向の非常に低い、逆に言えば消費性向が高い、そういうところへ所得再分配(移転)をしていく機能を持っているわけでありますからから、そのことが日本の経済を輸出主導から内需主導型へと転換していく大きな要素にもなる。更に社会保障の充実、教育の充実と言うのは、地方の経済をある意味では非常に安定化させるという大きな役割を持っているわけで‥‥急がれるのではないだろうか‥‥と思っています。」
　と発言している。
　ただし、残念なことにこのような考え方を民主党内でしっかりと論議をし、国会議員全体のものになっていたかと言えば極めて不十分でしかなく、中には市場原理主義に基づく「小さな政府論」に立脚した考え方を強く持っておられた方も多く存在した。それは、その後の税と社会保障を一体的に改革していく党内論議の中で矛盾が露呈してしまう。やがては、党内分裂の引き金となって行くことにもつながっていったのだ。
　「社会保障改革に関する有識者検討委員会」がスタートへ
　ただ、菅内閣としては、社会保障と消費税引き上げとの関係について、きちんと論議をしていくための準備が必要になってくる。そのための整理をする場として内閣官房の下に「社会保障改革に関する有識者検討委員会」が設置され、11月9日から12月8日までの1か月間と言う短期間で以て取りまとめが実施された。座長は宮本太郎北海道大学教授であり、副座長駒村康平慶応大学教授、委員として井伊雅子一橋大学教授、土居丈朗慶応大学教授、臨時構成員大沢真理東京大学教授の5名と言うシンプルな構成でスタートすることとなった。ただし、スタートは順調にとはいかなかったことだけは明らかにしておく必要がある。
1

